
 

 

 

 

 

付 議 第 ９ 号 

 

 

高知県教科用図書選定審議会への諮問議案 

 

高知県教科用図書選定審議会に対して、義務教育諸学校の教科用図書の無償

措置に関する法律（昭和 38年法律第 182号）及び義務教育諸学校の教科用図書

の無償措置に関する法律施行令（昭和 39 年政令第 14 号）に基づき、別紙のと

おり諮問することについて、高知県教育委員会事務委任規則（平成４年高知県

教育委員会規則第１号）第２条第 16号の規定により議決を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 高知県教育委員会事務委任規則   

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。

   (16)法令又は条例に基づく附属機関に対して重要な諮問を行うこと。 



                 

                             

高知県教科用図書選定審議会会長 様 

 

 平成２９年度以降に、県立特別支援学校において使用する学校教育法附則第９条の規

定による一般図書の採択の適正な実施並びに市町村教育委員会及び義務教育諸学校（公立

の義務教育諸学校を除く。）の校長の行う採択に関する事務について、適切な指導、助言又

は援助を行う必要があります。 

 ついては、その一環として選定に必要な資料の作成について、義務教育諸学校の教科用

図書の無償措置に関する法律第１０条及び１１条の規定に基づき諮問します。 

 

 

  平成２８年 月  日 

 

                           高知県教育委員会 

 

別紙 



義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律 

昭和三十八年十二月二十一日法律第百八十二号（抜粋） 

最終改正：平成二七年六月二四日法律第四六号 

第三章 採択 

 

（都道府県の教育委員会の任務） 

第十条 都道府県の教育委員会は、当該都道府県内の義務教育諸学校において使用する教科用図

書の採択の適正な実施を図るため、義務教育諸学校において使用する教科用図書の研究に関し、

計画し、及び実施するとともに、市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会及び義務教

育諸学校（公立の義務教育諸学校を除く。）の校長の行う採択に関する事務について、適切な指

導、助言又は援助を行わなければならない。 

 

（教科用図書選定審議会） 

第十一条 都道府県の教育委員会は、前条の規定により指導、助言又は援助を行なおうとすると

きは、あらかじめ教科用図書選定審議会（以下「選定審議会」という。）の意見をきかなければ

ならない。 

２ 選定審議会は、毎年度、政令で定める期間、都道府県に置く。 

３ 選定審議会は、条例で定める人数の委員で組織する。 

 

（採択地区） 

第十二条 都道府県の教育委員会は、当該都道府県の区域について、市町村の区域又はこれらの

区域を併せた地域に、教科用図書採択地区（以下この章において「採択地区」という。）を設定

しなければならない。 

２ 都道府県の教育委員会は、採択地区を設定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ市

町村の教育委員会の意見をきかなければならない。 

３ 都道府県の教育委員会は、採択地区を設定し、又は変更したときは、すみやかにこれを告示

するとともに、文部科学大臣にその旨を報告しなければならない。 

 

（教科用図書の採択） 

第十三条 都道府県内の義務教育諸学校（都道府県立の義務教育諸学校を除く。）において使用す

る教科用図書の採択は、第十条の規定によって当該都道府県の教育委員会が行なう指導、助言

又は援助により、種目（教科用図書の教科ごとに分類された単位をいう。以下同じ。）ごとに一

種の教科用図書について行なうものとする。 

２ 都道府県立の義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択は、あらかじめ選定審議会

の意見をきいて、種目ごとに一種の教科用図書について行なうものとする。 

３ 公立の中学校で学校教育法第七十一条の規定により高等学校における教育と一貫した教育を

施すもの及び公立の中等教育学校の前期課程において使用する教科用図書については、市町村

の教育委員会又は都道府県の教育委員会は、前二項の規定にかかわらず、学校ごとに、種目ご

とに一種の教科用図書の採択を行うものとする。 

参考資料１ 



４ 第一項の場合において、採択地区が二以上の市町村の区域を併せた地域であるときは、当該

採択地区内の市町村の教育委員会は、協議により規約を定め、当該採択地区内の市町村立の小

学校及び中学校において使用する教科用図書の採択について協議を行うための協議会（次項及

び第十七条において「採択地区協議会」という。）を設けなければならない。 

５ 前項の場合において、当該採択地区内の市町村の教育委員会は、採択地区協議会における協

議の結果に基づき、種目ごとに同一の教科用図書を採択しなければならない。 

６ 第一項から第三項まで及び前項の採択は、教科書の発行に関する臨時措置法（昭和二十三年

法律第百三十二号。以下「臨時措置法」という。）第六条第一項の規定により文部科学大臣から

送付される目録に登載された教科用図書のうちから行わなければならない。ただし、学校教育

法附則第九条に規定する教科用図書については、この限りでない。 

 

（同一教科用図書を採択する期間） 

第十四条 義務教育諸学校において使用する教科用図書については、政令で定めるところにより、

政令で定める期間、毎年度、種目ごとに同一の教科用図書を採択するものとする。 

 

（採択した教科用図書の種類等の公表） 

第十五条 市町村の教育委員会、都道府県の教育委員会及び義務教育諸学校（公立の義務教育諸

学校を除く。）の校長は、義務教育諸学校において使用する教科用図書を採択したときは、遅滞

なく、当該教科用図書の種類、当該教科用図書を採択した理由その他文部科学省令で定める事

項を公表するよう努めるものとする。 

 

（指定都市に関する特例） 

第十六条 指定都市（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項

の指定都市をいう。以下この条において同じ。）については、当該指定都市を包括する都道府県

の教育委員会は、第十二条第一項の規定にかかわらず、指定都市の区の区域又はその区域をあ

わせた地域に、採択地区を設定しなければならない。 

２ 指定都市の教育委員会は、第十条の規定によって都道府県の教育委員会が行なう指導、助言

又は援助により、前項の採択地区ごとに、当該採択地区内の指定都市の設置する小学校及び中

学校において使用する教科用図書として、種目ごとに一種の教科用図書を採択する。 

３ 第十三条第三項及び第六項の規定は、前項の採択について準用する。 

 

（政令への委任） 

第十七条 この章に規定するもののほか、選定審議会の所掌事務、組織及び運営並びに採択地区

の設定、採択の時期その他採択に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

 

 

 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%8b%b3%89%c8%8f%91%82%cc%94%ad%8d%73%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%97%d5%8e%9e%91%5b%92%75%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%91%e6%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%93%f1%98%5a&REF_NAME=%8a%77%8d%5a%8b%b3%88%e7%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%93%f1%98%5a&REF_NAME=%8a%77%8d%5a%8b%b3%88%e7%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%93%f1%98%5a&REF_NAME=%91%e6%8b%e3%8f%f0&ANCHOR_F=5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000&ANCHOR_T=5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000#5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%8f%5c%8b%e3%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%8f%5c%8b%e3%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000


義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行令 

昭和三十九年二月三日政令第十四号（抜粋） 

最終改正：平成二七年二月四日政令第三八号 

 

（教科用図書選定審議会の設置期間） 

第七条 教科用図書選定審議会（以下「選定審議会」という。）を置く期間は、四月一日から八月

三十一日までとする。 

 

（選定審議会の所掌事務） 

第八条 選定審議会は、都道府県の教育委員会の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議し、及

び必要と認めるときは、これらの事項について都道府県の教育委員会に建議する。 

一 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会及び義務教育諸学校（公立の義務教育諸

学校を除く。）の校長の行う教科用図書の採択に関する事務について都道府県の教育委員会

の行う採択基準の作成、選定に必要な資料の作成その他指導、助言又は援助に関する重要事

項 

二 都道府県の設置する義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択に関する事項 

 

（選定審議会の委員） 

第九条 選定審議会の委員は、次に掲げる者のうちから、都道府県の教育委員会が任命する。こ

の場合において、第一号に掲げる者のうちから任命される委員の数は、委員の定数のおおむね

三分の一になるようにしなければならない。 

一 義務教育諸学校の校長及び教員 

二 都道府県の教育委員会の事務局に置かれる指導主事その他学校教育に専門的知識を有する

職員並びに市町村の教育委員会の委員、教育長及び事務局に置かれる指導主事その他学校教

育に専門的知識を有する職員 

三 教育に関し学識経験を有する者 

２ 教科用図書の採択に直接の利害関係を有する者は、選定審議会の委員となることができない。 

 

（教育委員会規則への委任）  

第十条  前条に定めるもののほか、選定審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の

教育委員会規則で定める。  

 

（採択地区協議会の組織及び運営）  

第十一条  採択地区協議会は、関係市町村の教育委員会が採択地区協議会の規約の定めるところ

により指名する委員をもつて組織する。  

２  採択地区協議会に会長を置き、採択地区協議会の規約の定めるところにより、委員のうちか

ら定める。  

３  会長は、会務を総理する。  

４  会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。  



５  前各項に定めるもののほか、採択地区協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、採択地区

協議会の規約で定める。  

 

（採択地区協議会の規約事項）  

第十二条  採択地区協議会の規約には、次に掲げる事項を定めなければならない。  

一  採択地区協議会の名称  

二  採択地区協議会を設ける市町村の教育委員会  

三  採択地区協議会の組織  

四  教科用図書の選定の方法  

五  採択地区協議会の経費の支弁の方法  

 

（採択地区協議会の規約の変更）  

第十三条  採択地区協議会を設けた市町村の教育委員会は、採択地区協議会の規約を変更しよう

とするときは、協議によりこれを行わなければならない。 

 

（採択の時期） 

第十四条 義務教育諸学校において使用する教科用図書の採択は、当該教科用図書を使用する年

度の前年度の八月三十一日までに行わなければならない。 

２ 九月一日以後において新たに教科用図書を採択する必要が生じたときは、すみやかに教科用

図書の採択を行わなければならない。 

 

（同一教科用図書を採択する期間）  

第十五条  法第十四条 の規定により種目ごとに同一の教科用図書を採択する期間（以下この条

において「採択期間」という。）は、学校教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）附則第九

条に規定する教科用図書を採択する場合を除き、四年とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%94%aa%96%40%88%ea%94%aa%93%f1&REF_NAME=%96%40%91%e6%8f%5c%8e%6c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001400000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%93%f1%98%5a&REF_NAME=%8a%77%8d%5a%8b%b3%88%e7%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%93%f1%98%5a&REF_NAME=%91%e6%8b%e3%8f%f0&ANCHOR_F=5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000&ANCHOR_T=5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000#5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%93%f1%98%5a&REF_NAME=%91%e6%8b%e3%8f%f0&ANCHOR_F=5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000&ANCHOR_T=5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000#5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000


25 26 27 28 29 30 31
(2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) (2019)

小学校 ○ ○

中学校 ○ ○

※「特別の教科　道徳」の教科書検定は、小学校28年度、中学校は平成29年度に実施

○ ○ ○ ○○ ○
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　　　　　年度（西暦）
学校種別等

特別支援学校・
特別支援学級

義務教育諸学校用教科書の採択の仕組み 参考資料２ 

教科書及び学校教育法附則第９条の規定による一般図書採択の周期 



 
 
＜関連法規＞ 学校教育法附則第９条の規定による一般図書の採択事務について 
  

学校教育法 
第３４条 小学校においては、文部科学大臣の検定を経た教科用図書又は文部科学省

が著作の名義を有する教科用図書を使用しなければならない。 

第４９条 （中学校準用規定） 

第８２条 （特別支援学校準用規定） 
 
附則第９条 高等学校、中等教育学校の後期課程及び特別支援学校並びに特別支援学

級においては、当分の間、第３４条第１項（第４９条、第６２条、第７０条
の第１項及び第８２条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、
文部科学大臣の定めるところにより、第３４条第１項に規定する教科書以外
の教科用図書を使用することができる。 

 

学校教育法施行規則 
第１３１条 特別支援学校の小学部、中学部又は高等部において、複数の種類の障害

を併せ有する児童若しくは生徒を教育する場合又は教員を派遣して教育を
行う場合において、特に必要があるときは、第１２６条から第１２９条まで
の規定にかかわらず、特別の教育課程によることができる。 

 

第１３１条 

第２項 前項の規定より特別の教育課程による場合において、文部科学大臣の検
定を経た教科用図書又は文部科学省が著作の名義を有する教科用図書
を使用することが適当でないときは、当該学校の設置者の定めるところ
により、他の適切な教科用図書を使用することができる。 

 

第１３８条 小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程における特別支援
学級に係る教育課程については、特に必要がある場合は、第５０条第１項、
第５１条及び第５２条の規定並びに第７２条から第７４条までの規定にか
かわらず、特別の教育課程によることができる。 

 

第１３９条 前条の規定により特別の教育課程による特別支援学級においては、文部
科学大臣の検定を経た教科用図書を使用することが適当でない場合には、当
該特別支援学級を置く学校の設置者の定めるところにより、他の適切な教科
用図書を使用することができる。 

 

義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行令 
第１５条 法第１４条の規定により種目ごとに同一の教科用図書を採択する期間

は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）附則第９条に規定する教科用図
書を採択する場合を除き、４年とする。 
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